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政策局・会計局・各局委員会幹部職員一覧 

 
政策局 
 
１ 本庁機関 

職        名 氏    名 職        名 氏    名 

理 事 （ 兼 ） 局 長 楯 岡 信 一 
ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室 
特 区 連 携 担 当 課 長 

多 田 彰 吾 

知 事 政 策 秘 書 官 小板橋 聡 士 
ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室 
未 病 産 業 担 当 課 長 

本 間 健 志 

ヘルスケア・ニューフロンティア推進統括官 金 井 信 高 
ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室 
次世代社会システム担当課長 

市 川 秀 樹 

政 策 研 究 担 当 局 長 竹 本   治 
ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室 
国 際 戦 略 担 当 課 長 

山 田 泰 志 

兼 広 報 戦 略 担 当 局 長 木 口 真 治 
ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室 
ﾗ ｲ ﾌ ｲ ﾉ ﾍ ﾞ ｰ ｼ ｮ ﾝ担当課長 

大 木 健 一 

副局長（兼）総務室長 長 野 敏 昭 
総務室企画調整担当課長 
<企画調整官><広報官>＜SDGｓ調整官＞ 

柏 木   剛 

ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室長 藤 澤 恭 司 総 務 室 管 理 担 当 課 長 能 條 直 幸 

参 事 監 
< 科 学 技 術 政 策 担 当 > 

新 田 浩 史 総 務 室 経 理 担 当 課 長 関 山 恵 司 

知 事 室 長 守 屋   充 政策部政策調整担当課長 船 山 竜 宏 

兼知事室政策推進担当部長  脇   雅 昭 政策部科学技術・政策研究担当課長 板 橋 秀 実 

知事室広報戦略担当部長 
< 広 報 統 括 官 > 

井 上 和 子 政策部土地水資源対策課長 田 邉 親 司 

ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室 
事 業 推 進 担 当 部 長 

仲 谷 政二郎 政策部土地水資源対策課水政室長 小 出 静 香 

ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室 
国 際 戦 略 担 当 部 長 

宮 坂 久美子 政策部情報公開広聴課長 新 井 洋 一 

ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室 
先端技術戦略担当部長 

岡野内 德 弥 政策部川崎県民センター担当課長 白 井 善 裕 

政 策 部 長 中 谷 知 樹 政策部ＮＰＯ協働推進課長 田 中 敏 子 

自 治 振 興 部 長 尾 﨏 美貴江 政 策 部 政 策 法 務 課 長 加 治   宏 

基 地 対 策 部 長 秋 山 昌 弘 自治振興部市町村課長 水 谷 俊 輔 

参事（兼）総合政策課長 池 田 雅 男 自治振興部広域連携課長 西 海 裕 之 

知 事 室 秘 書 担 当 課 長 新 川 容 子 
自 治 振 興 部 担 当 課 長 
＜ 全 国 知 事 会 派 遣 ＞ 

太 田   康 

知事室政策推進担当課長 川 島   剛 自治振興部地域政策課長 有 泉 尚 英 

知事室政策推進担当課長 杉 山 力 也 基地対策部基地対策課長 三 森 基 康 

知事室広報戦略担当課長 渡 邉 智 幸   
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２ 出先機関 

名 称 所 在 地 職 名 ・ 氏 名 

東 京 事 務 所 
東京都千代田区平河町2-6-3 
都道府県会館９階 

所長 神山 光義 副所長 仙田 康博 

統 計 セ ン タ ー 
横浜市神奈川区鶴屋町2-24-2 
かながわ県民センター５階 

所長 深谷 尚志 次長   松岡  純 

公 文 書 館 横浜市旭区中尾1-6-1 館長 堀江 信夫  

か な が わ 県 民 活 動 
サ ポ ー ト セ ン タ ー 

横浜市神奈川区鶴屋町2-24-2 
かながわ県民センター８階 

所長 原田  潔 副所長 西條 由人 

 
 
会計局 
 

職        名 氏    名 職        名 氏    名 

会計管理者（兼）会計局長 小 野   淳 指 導 課 長 片 寄 裕 子 

副局長（兼）会計課長 

＜ Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 調 整 官 ＞ 
二 見 美 行 調 達 課 長 藤 野 智 弘 

 

県議会議会局 
 

職        名 氏    名 職        名 氏    名 

局 長 和 泉 雅 幸 参 事 （ 兼 ） 議 事 課 長 霜 尾 克 彦 

副局長（兼）総務課長 

＜ Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 調 整 官 ＞ 
谷 川 純 一 経 理 課 長 小 泉 純 一 

管理担当課長（兼）副課長 小 野 関 浩 人 政 策 調 査 課 長 田 中 一 朗 

 

  

人事委員会事務局 
 

職        名 氏    名 職        名 氏    名 

事 務 局 長 川 合   充 給 与 公 平 課 長 上 村 俊 幸 

副事務局長(兼)総務課長 

＜ Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 調 整 官 ＞ 
鈴 木 真由美  

 

監査事務局 
 

職        名 氏    名 職        名 氏    名 

事 務 局 長 小 宮 重 寿 監 査 課 長 内 山 敦 子 

総 務 課 長 

＜ Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 調 整 官 ＞ 
大 嶽 眞 紀   
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政 策 局 分 掌 事 務 

（平成 30年６月１日現在） 

知事室 

(1) 皇室に関すること。 

(2) 儀式に関すること。 

(3) 知事及び副知事の秘書に関すること。 

(4) 県民等の表彰及びほう賞に関すること。 

(5) 県民との対話行政（他課の主管に属するものを除く。）の総合的企

画及び調整に関すること。 

(6) テレビ、ラジオ、新聞、インターネット等による広報その他行政情

報の提供に関すること。 

(7) 報道機関との連絡調整に関すること。 

(8) 県の歌、県の花、県の鳥及び県の木の普及に関すること。 

(9) 知事公舎の維持管理に関すること。 

(10) 政治倫理の確立のための神奈川県知事の資産等の公開に関する条例

（平成７年神奈川県条例第 56号）の施行（他課の主管に属するものを 

除く。）に関すること。 

(11) その他知事の特命事項に関すること。 

 

ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室 

(1) ヘルスケア・ニューフロンティアの推進に係る総合的企画及び調整

に関すること。 

(2) 国家戦略特別区域に関すること。 

(3) 京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区に関すること。 

(4) 最先端医療産業に関すること。 

(5) 未病産業に関すること。 

(6) ＣＨＯ（健康管理最高責任者）構想に関すること。 

(7) ヘルスケアＩＣＴに関すること。 

(8) ヘルスケア・ニューフロンティアの国際戦略に関すること。 

  

総務室 

(1) 県議会の招集及び議案等の発議に関すること。 

(2) 政策局の所管行政の企画及び調整に関すること。 

(3) 政策局所属職員の人事及び給与、旅費等の総括に関すること。 

(4) 政策局の所管行政に係る重要事業の進行管理に関すること。 

(5) 政策局の所管行政に係る事務能率の増進に関すること。 
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(6) 政策局の所管行政に係る情報公開、情報提供、個人情報の保護及び

広聴の総括に関すること。 

(7) 政策局の予算の経理（他課の主管に属するものを除く。）に関する

こと。 

(8) 政策会議に関すること。 

(9) 地域県政総合センターに関すること。 

(10) 東京事務所及び統計センターに関すること。 

(11) その他政策局内他室課の主管に属しないこと。 

 

政策部 

総合政策課 

(1) 政策局政策部内各課の総合調整に関すること。 

(2) 県行政の総合的企画及び調整に関すること。 

(3) 総合計画の策定及び進行管理の総括に関すること。 

(4) 国土計画（他課の主管に属するものを除く。）に関すること。 

(5) 県行政の基本的事項に係る調査研究に関すること。 

(6) 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162

号）に基づく大綱及び総合教育会議に関すること。 

(7) 科学技術政策の総合的企画及び調整に関すること。 

(8) 職員の勤務発明等に関すること。 

(9) 政策課題に係る調査研究に関すること。 

(10) 県内大学、企業等との連携推進に関すること。 

 

土地水資源対策課 

(1) 土地及び水資源の総合的企画及び調整に関すること。 

(2) 国土利用計画法（昭和 49年法律第 92号）の施行に関すること。 

(3) 国土調査法（昭和 26年法律第 180号）の施行（土地分類調査及び水

調査に係るものに限る。）に関すること。 

(4) 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和 47年法律第 66号）の施行

（土地開発公社の設立及び指導監督に係るものを除く。）に関するこ

と。 

(5) 租税特別措置法（昭和 32年法律第 26号）に基づく特定住宅用地認

定及び譲渡予定価額審査に関すること。 

(6) 水源地域の活性化その他水源地域対策に関すること。 

(7) 宮ケ瀬やまなみセンター及び相模湖交流センターに関すること。 
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情報公開広聴課 

(1)  情報公開、情報提供及び個人情報の保護並びに県民との対話行政（広

聴に係るものに限る。）の総合的企画及び調整に関すること。 

(2)  神奈川県情報公開条例（平成 12年神奈川県条例第 26号）に基づく

事務の指導及び助言に関すること。 

(3)  神奈川県個人情報保護条例（平成２年神奈川県条例第６号）に基づ

く事務の指導及び助言に関すること。 

(4)  個人情報取扱事務の登録に関すること。 

(5)  事業者が保有する個人情報の保護に関すること。 

(6)  行政文書の公開の請求書並びに自己情報の開示、訂正及び利用停止

の請求書の受領に関すること。 

(7)  県政への県民参加を推進する集会に関すること。 

(8)  世論調査等県民の意向調査に関すること。 

(9)  行政情報の収集、管理及び提供に関すること。 

(10) 県民相談に関すること。 

(11) 県民からの県政に関する提案等に係る事務の総括に関すること。 

(12) 政治倫理の確立のための神奈川県知事の資産等の公開に関する条例

の施行（閲覧に係るものに限る。）に関すること。 

(13) 公文書館に関すること。 

 

ＮＰＯ協働推進課 

(1)  ボランタリー団体等との協働推進施策及びボランタリー活動に係る

施策の総合的企画及び調整に関すること。 

(2)  かながわボランタリー活動推進基金 21条例（平成 13年神奈川県条

例第 10号）の施行に関すること。 

(3)  特定非営利活動法人に関すること。 

(4)  県民運動の推進に関すること（他課の主管に属するものを除く。）。 

(5)  かながわ県民活動サポートセンターに関すること。 

 

政策法務課 

(1) 条例の公布並びに条例及び規則の原本に関すること。 

(2) 条例の立案についての法律的意見に関すること。 

(3) 条例案、規則案その他の重要な文書の審査及び法令の解釈に関する

こと。 

(4) 訴訟に係る事務の指導及び助言に関すること。 

(5) 行政不服審査法（平成 26年法律第 68号）に基づく事務の指導及び

助言並びに審理員による審理手続に関すること。
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(6) 行政手続法（平成５年法律第 88号）及び神奈川県行政手続条例（平

成７年神奈川県条例第１号）に基づく事務の指導及び助言に関するこ

と。 

(7) 公報の編集及び発行に関すること。 

(8) 行政書士法（昭和 26年法律第４号）の施行に関すること。 

 

自治振興部 

市町村課 

(1) 政策局自治振興部内各課の総合調整に関すること。 

(2) 市町村その他の公共団体の行政に係る協議、助言及び連絡調整に関

すること。 

(3) 市町村の廃置分合及び境界変更に関すること。 

(4) 自治紛争処理に関すること。 

(5) 住民基本台帳法（昭和 42年法律第 81号）の施行に関すること。 

(6) 地方交付税の配分及び市町村起債に関すること。 

(7) 地方自治の調査研究に関すること。 

(8) 国有提供施設等所在市町村助成交付金に関すること。 

(9) 地方税法（昭和 25年法律第 226号）第 389条第１項及び第 401条の

２第３項の施行に関すること。 

(10) 地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税及び特別

とん譲与税の配分に関すること。 

(11) 選挙管理委員会との連絡調整に関すること。 

 

広域連携課 

(1) 広域連携の総合的企画及び調整に関すること。 

(2) 地方分権の推進に関すること。 

(3) 神奈川県自治基本条例（平成 21年神奈川県条例第２号）に基づく制

度及び手続の整備及び充実に係る事務の総括に関すること。 

(4) 全国知事会との連絡調整に関すること。 

 

地域政策課 

(1) 地域政策の総合的企画及び調整に関すること。 

(2) 地域政策の推進に関すること。 

(3) 京浜臨海部の活性化及び空港対策に関すること。 

(4) 湘南国際村計画の推進に関すること。 
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基地対策部 

基地対策課 

(1) 基地対策の企画及び調整に関すること。 

(2) 基地の整理、縮小及び返還の促進に関すること。 

(3) 駐留軍に関する連絡及び調査に関すること。 

(4) 基地周辺の生活環境に関すること（他課の主管に属するものを除

く。）。 

(5) 基地に係る紛争事案の処理に関すること。 

(6) その他基地に関し、他課の主管に属しないこと。 
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政 策 局 等 職 員 配 置 数 

 

○政  策  局  

平成 30年６月１日現在 

 区    分 職 員 数  区    分 職 員 数 

本 

庁 

機 

関 

知 事 室 67 (11) 

本

庁 

機 

関 

政 策 法 務 課 18 ( 1) 

ﾍﾙｽｹｱ･ﾆｭｰﾌﾛﾝﾃｨｱ推進本部室  49  市 町 村 課 44 (32) 

総 務 室 27  広 域 連 携 課 16  

総 合 政 策 課 42 ( 1) 地 域 政 策 課 21 ( 1) 

土地水資源対策課 25 ( 3) 基 地 対 策 課 10  

 水 政 室 10 ( 2) 小 計 363 (56)① 

情報公開広聴課 31 ( 7)① 

出 

先 

機 

関 

 東 京 事 務 所 7  

ＮＰＯ協働推進課 13  統 計 セ ン タ ー 58         ⑦ 

   公 文 書 館 13    

   
かながわ県民活動 

サポートセンター 
19  

   小 計 97     ⑦ 

    合     計 460 (56)⑧ 

注１ 一般職常勤職員（臨時的任用職員を除く。）及び再任用職員について掲載。 

２ 知事室には、知事政策秘書官及び広報戦略担当局長を含む。 

３ ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室には、ヘルスケア・ニューフロ

ンティア推進統括官を含む。 

４ 総務室には、理事(兼)局長及び副局長(兼)総務室長を含む。 

５ 総合政策課には、政策研究担当局長、政策局参事監（科学技術政策担当）及

び政策部長を含む。 

６ 水政室は、土地水資源対策課の内数で示す。 

７ 市町村課には、自治振興部長を含む。 

８ 基地対策課には、基地対策部長を含む。 

９ （ ）内は、併任、兼任・兼務職員数を外数で示す。 

10 ○内は、再任用職員数を内数で示す。 
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○選挙管理委員会 

 

区   分 職 員 数 

 選挙管理委員会 
 

5(94)   
  

注１ 一般職常勤職員（臨時的任用職員を除く。）及び再任用職員について掲載。 

２ （ ）内は、併任職員数を外数で示す。

平成 30年６月１日
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政 策 局 附 属 機 関 一 覧 

平成 30年６月１日現在 

法令に基づくもの 

名   称 所 掌 事 務 委 員 数 所  管 

神奈川県国土利用 
 

計 画 審 議 会 

神奈川県土地利用基本計画の策
定及び変更、県土利用に関する
基本的な事項及び土地利用に関
し重要な事項の調査審議に関す
ること。 

20人 

土地水資源 
対 策 課 

神奈川県土地利用 
審 査 会 

土地売買等の届出に対する勧告
並びに注視区域及び監視区域の
指定等に関すること。 

７人 

神奈川県行政不服 
審 査 会 

行政不服審査法（平成 26年法律
第 68号）に基づく審査請求に対
して審理員が行った審理手続の
適正性や、法令解釈を含めた審
査庁の判断の妥当性についての
調査審議に関すること。 

９人 
政 策 
法務課 

神奈川県固定資産 
評 価 審 議 会 

地方税法（昭和 25年法律第 226
号）第 401 条の２第２項の規定
による同条第３項各号に掲げる
事項その他固定資産の評価に関
する事項で知事がその意見を求
めたものについての調査審議に
関すること｡ 

11人 

市町村課 

神奈川県自治紛争 
処 理 委 員 

市町村相互の間又は市町村の機
関相互の間の紛争の調停、地方
自治法（昭和 22年法律第 67号）
第 252 条の２第１項に規定する
連携協約に係る紛争を処理する
ための方策の提示及び同法第
143 条第３項（同法第 180 条の
５第８項及び第 184 条第２項に
おいて準用する場合を含む。）の
審査請求又は同法の規定による
審査の申立て若しくは審決の申
請に係る審理を処理すること。 

３人 
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条例に基づくもの 

名   称 所 掌 事 務 委 員 数 所  管 

神奈川県総合計画 

審 議 会 

神奈川県の総合計画の策定及
び実施に関する基本的な事項
につき知事の諮問に応じて調
査審議し、その結果を報告し、
又は意見を建議すること。 

30人 

総 合 

政策課 

神奈川県総合計画 

審 議 会 

計画推進評価部会 

総合計画の実施状況の総合評
価、社会経済情勢の変化等によ
って生じた新たな政策課題の
調査検討などに関すること。 

20人 

神奈川県総合計画 

審 議 会 

計画策定専門部会 

総合計画の内容に関すること、
その他総合計画の策定上必要
な事項に関すること。 

20人 

神奈川県統計報告 

調 整 審 議 会 

神奈川県が行う各種統計事務
につき知事その他の執行機関
（公安委員会を除く。）の諮問
に応じて調査審議し、その結果
を報告し、又は意見を建議する
こと。 

８人 
統 計 

センター 

神奈川県情報公開・

個人情報保護審議会 

 

神奈川県情報公開条例（平成 12
年神奈川県条例第 26 号）及び
神奈川県個人情報保護条例（平
成２年神奈川県条例第６号）の
定めるところにより実施機関
の諮問に応じて調査審議し、そ
の結果を報告し、又は意見を建
議するとともに、行政手続にお
ける特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法
律（平成 25年法律第 27号）第
27 条第１項に規定する特定個
人情報保護評価につき県の機
関又は県が設立した地方独立
行政法人の諮問に応じて調査
審議し、その結果を報告し、又
は意見を建議すること。 

10人 

 

情報公開

広 聴 課 

 

神奈川県個人情報 

保 護 審 査 会 

 

神奈川県個人情報保護条例第
39 条の３に規定する不開示等
の決定又は不作為に係る審査
請求につき実施機関の諮問に
応じて調査審議し、その結果を
報告すること。 

５人 
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名   称 所 掌 事 務 委 員 数 所  管 

神奈川県情報公開 

審 査 会 

神奈川県情報公開条例第 10 条
第１項に規定する諾否決定若
しくは同条例第５条に規定す
る公開請求に係る不作為に係
る審査請求又は同条例第 26 条
第５項の規定による助言の求
めにつき実施機関の諮問に応
じて調査審議し、その結果を報
告すること。 

７人 

 

情報公開

広 聴 課 

神奈川県指定特定非

営利活動法人審査会 

地方税法第 37 条の２第１項第
４号の規定により控除対象と
なる寄附金を受け入れる特定
非営利活動法人を指定するた
めの基準、手続等を定める条例
の定めるところにより知事の
諮問に応じて調査審議し、その
結果を報告し、又は意見を建議
すること。 

８人 
ＮＰＯ協

働推進課 

神奈川県ボランタリ

ー 活 動 推 進 基 金 

審 査 会 

かながわボランタリー活動推
進基金 21条例（平成 13年神奈
川県条例第 10 号）第７条に規
定する事業等の実施に関し、知
事の諮問に応じて調査審議し、
その結果を報告し、又は意見を
建議すること。 

８人 

 

かながわ

県民活動

サポート

センター  
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１ 一般会計

(款) 総務費 (10,226,171) (10,195,725) (30,446) (100.3)

14,003,272        13,967,694        35,578            100.3

(項) 政策費 (5,017,346) (5,972,089) (△ 954,743) (84.0)

8,754,411         9,701,638         △947,227       90.2

(目) 政策総務費 (130,732) (125,267) (5,465) (104.4)

3,867,797         3,854,816         12,981            100.3

広報費 822,145            866,585            △44,440         94.9

政策調整費 278,553            246,706            31,847            112.9

土地水資源対策費 639,357            808,870            △169,513       79.0

情報公開広聴費 73,206             88,555             △15,349         82.7

地域政策推進費 688,551            924,914            △236,363       74.4

ヘルスケア・ニューフロンティア推進費 981,347            1,274,863         △293,516       77.0

地域県政総合センター費 842,335            679,006            163,329           124.1

公文書館費 161,451            91,283             70,168            176.9

かながわ県民活動サポートセンター費 399,669            866,040            △466,371       46.1

(項) 市町村振興費 4,253,903         3,741,819         512,084           113.7

(目) 市町村連絡調整費 156,820            190,441            △33,621         82.3

自治振興費 4,097,083         3,551,378         545,705           115.4

(項) 選挙費 (19,116) (19,032) (84) (100.4)

59,152             61,452             △2,300           96.3

(目) 選挙管理委員会費 (14,182) (14,098) (84) (100.6)

54,218             56,518             △2,300           95.9

選挙啓発推進費 4,934               4,934               -                    100.0

(項) 渉外費 21,479             20,699             780                103.8

(目) 基地対策費 21,479             20,699             780                103.8

(項) 統計調査費 914,327            442,086            472,241           206.8

(目) 統計調査総務費 18,136             14,212             3,924              127.6

統計調査事業費 896,191            427,874            468,317           209.5

(10,226,171) (10,195,725) (30,446) (100.3)

14,003,272        13,967,694        35,578            100.3

-                    -                    -                    -

(10,226,171) (10,195,725) (30,446) (100.3)

14,003,272        13,967,694        35,578            100.3

（注）（　）内の数字は、人件費を除く額を内数で示す。

平 成 30 年 度
当 初 予 算 額

平 成 29 年 度
当 初 予 算 額

小　　　　　　　　計

使途を指定しない収入

合　　　　　　　　計

平成30年度政策局当初予算の概要

　　　　　　　　　　　　　内　　訳

　科　　目

前　年　度　比　較

増　減　額 前年度比
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（単位　千円、％）

(1,164,720) (59,378) (-) (78,377) (1,540) (133,236) (2,115,081) (180,000) (6,493,839)

1,521,315    59,378      -              78,377   1,540  133,236   2,115,081     180,000      9,914,345     

(253,112) (59,158) (-) (78,377) (1,540) (133,236) (157,102) (180,000) (4,154,821)

609,707       59,158      -              78,377   1,540  133,236   157,102        180,000      7,535,291     

(-) (-) (-) (50,449) (1,540) (-) (127) (-) (78,616)

356,595       -             -              50,449   1,540  -            127             -               3,459,086     

-                -             -              13,192   -        -            52,020         -               756,933       

36,000        50            -              -           -        -            53,686         -               188,817       

64,172        1,522       -              1,050     -        -            938             -               571,675       

-                -             -              2           -        -            9,123           -               64,081         

77,940        592          -              6,600     -        -            510             180,000      422,909       

75,000        -             -              -           -        -            10               -               906,337       

-                1,470       -              791       -        -            26,621         -               813,453       

-                938          -              202       -        -            2,190           -               158,121       

-                54,586      -              6,091     -        133,236   11,877         -               193,879       

1,092          -             -              -           -        -            1,957,979     -               2,294,832     

1,092          -             -              -           -        -            979             -               154,749       

-                -             -              -           -        -            1,957,000     -               2,140,083     

(5,334) (220) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (13,562)

5,334          220          -              -           -        -            -                 -               53,598         

(5,334) (220) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (8,628)

5,334          220          -              -           -        -            -                 -               48,664         

-                -             -              -           -        -            -                 -               4,934          

1,450          -             -              -           -        -            -                 -               20,029         

1,450          -             -              -           -        -            -                 -               20,029         

903,732       -             -              -           -        -            -                 -               10,595         

13,765        -             -              -           -        -            -                 -               4,371          

889,967       -             -              -           -        -            -                 -               6,224          

(1,164,720) (59,378) (-) (78,377) (1,540) (133,236) (2,115,081) (180,000) (6,493,839)

1,521,315    59,378      -              78,377   1,540  133,236   2,115,081     180,000      9,914,345     

-                -             -              3,368     -        -            -                 -               △3,368       

(1,164,720) (59,378) (-) (81,745) (1,540) (133,236) (2,115,081) (180,000) (6,490,471)

1,521,315    59,378      -              81,745   1,540  133,236   2,115,081     180,000      9,910,977     

平成30年度当初予算額の財源内訳

国庫支出金
使用料及び
手　数　料

分担金及び
負  担  金

財産収入 諸収入 県　債 一般財源寄附金 繰入金
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２ 市町村自治振興事業会計 （単位：千円、％）

市町村自治振興事業費 8,685,697 8,392,642 293,055 103.5

(項) 市町村振興事業費 7,333,749 7,003,911 329,838 104.7

(目) 市町村振興事業費 7,333,749 7,003,911 329,838 104.7

(項) 646,433 577,378 69,055 112.0

(目) 権限移譲等推進事業費 646,433 577,378 69,055 112.0

(項) 577,130 702,579 △ 125,449 82.1

(目)
貸付債権受取利益移転
事業費

577,130 702,579 △ 125,449 82.1

(項) 128,385 108,774 19,611 118.0

(目) 元金 125,400 104,665 20,735 119.8

利子 2,966 4,090 △ 1,124 72.5

公債諸費 19 19 0 100.0

権限移譲等推進事業費

貸付債権受取利益移転事業費

公債費

増　減　額 伸 率

　　　　　　　　　　　　内　　訳

　科　　目

平成30年度
当初予算額

平成29年度
当初予算額

前 年 度 比 較
平成30年度当初予算額の財源内訳

貸付金収入 繰入金 繰越金 諸収入

5,449,489 1,643,650 240,110 500

(款) 6,155,004 2,290,083 240,110 500

577,130 -             -           -      

5,449,489 1,643,650 240,110 500

-              646,433 -           -      

-              646,433 -           -      

577,130 -             -           -      

-           -      

128,385 -             -           -      

125,400 -             

19 -             -           -      

2,966 -             -           -      
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１　「人生100歳時代の設計図」の推進

新 ○ ①

２　ヘルスケア・ニューフロンティアの推進

(１)　未病指標の構築と未病産業の市場拡大
新 ○ ①

○ ①

○ ①

○ ①

○ ①

(２)　最先端医療・最新技術の追求
○ ①

主　要　事　業　の　概　要

（政　策　局）

　未病指標構築・普及推進事業費 28,810千円
  一人ひとりの行動変容を促進し、県民の健康寿命延伸につなげるため、「未病指標」
の第一弾として、メタボリスク指標及び改善プログラムを構築し、市町村が実施する特
定健診等においてメタボ予備群等を抽出し行動変容を促進する実証事業を実施する。

　ライフイノベーションセンター（ＬＩＣ）を核とした再生・細胞医療分野の産業化を
促進するため、県内ベンチャー企業等が連携して取り組むプロジェクトに対する事業化
支援や、企業や大学等と連携したネットワークづくりを行う。

一部 　「人生100歳時代の設計図」推進事業費 20,000千円
　「人生100歳時代」において、子どもから大人まで生き生きと充実した人生を送るこ
とができるよう、かながわ人生100歳時代ネットワークが中心となって、様々な学びの
場から活躍の場につなぐプロジェクト「かながわ版マルチライフサポートプロジェクト
（仮称）」を立ち上げる。また、学びの機会の拡大や、県民への情報発信、県民の意識
転換を図る。

　未病エビデンス構築事業費 35,000千円

 「ME-BYO 未来 戦略ビジョン」の実現に向けた産学公連携の取組みを推進するため、
展示会「ME-BYO Japan2018」やシンポジウム等を開催する。

　未病指標の科学的エビデンス（裏づけ）を確立するため、有識者による研究会を開催
し、生活機能や認知機能等に関する未病指標のあり方やその社会システム化について検
討等を行う。

　再生・細胞医療産業化ネットワーク推進事業費 50,483千円

　ＭＥ－ＢＹＯサミット神奈川実行委員会負担金 25,000千円

　未病月間推進事業費 5,000千円
　未病（ＭＥ－ＢＹＯ）の概念や取組みを県内に広く普及するため、市町村等が実施す
る未病の概念等の普及に資するイベント・広報に対して補助する。

　未病産業市場拡大プロジェクト等推進事業費 51,451千円
　未病産業の市場を拡大するため、未病産業研究会を通じて産学公連携の強化及びビジ
ネスマッチングを実施するとともに、未病関連商品の販路拡大イベント等を実施する。

【事業の対象区域】
① 全市町村 ⑤ 横浜市、川崎市を除く市町村
② 政令市を除く市町村 ⑥ 町村のみ
③ 政令市・中核市を除く市町村 ⑦ 特定市町村
④ 政令市・中核市・保健所政令市を除く市町村 ⑧ その他
一つの事業に複数の要素（対象区域）がある場合は、番号を併記
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○ ①

○

①

○ ①

○ ①

(３)　次世代ヘルスケア社会システムの構築に向けた取組み
○ ①

(４)　ヘルスケア・ニューフロンティアの国際展開
○ ①

○ ①

(５)　ヘルスケアＩＣＴの推進
○ ①

　国際協働推進事業費 79,151千円

　先進異分野融合プロジェクト推進事業費 214,194千円

　最先端技術を用いた医療機器の実用化促進のため、安全性や有効性の評価となるレ
ギュラトリーサイエンスに関する研究や人材育成、機器の開発支援を行う。

　ヘルスケア・ニューフロンティアの取組みを世界に発信し、高齢化に関する世界各国
の知見を共有するため、ＷＨＯ（世界保健機関）への職員派遣を行うとともに、ＷＨＯ
と連携して、未病指標の国際的な指標化に向けた専門家会合を開催する。

　かながわクリニカルリサーチ戦略研究センター事業費 54,182千円

　未病産業・最先端医療産業等の国際展開を図るため、米国、欧州、シンガポール等の
海外関係機関との国際ネットワークを活用し、県内企業等の海外市場展開や共同研究に
向けたコーディネート等を行うとともに、覚書締結先と連携したシンポジウムを開催す
る。

30,091千円

　ヘルスケアＩＣＴシステム推進事業費 261,731千円
　ＩＣＴを活用して県民や企業などが健康情報等を効果的に利活用するため、母子・学
童期からの健康情報の電子化、ＣＨＯ構想や災害時での活用などの取組みを進め、国・
市町村や民間企業等と連携して「マイＭＥ－ＢＹＯカルテ」の普及拡大を図る。

　県民が安心して未病改善の実践に取り組むとともに、未病産業の持続的発展を促進す
るため、市町村やＣＨＯ構想（健康経営）を実践する企業等と連携し、未病関連商品・
サービスについて実証・評価する仕組みを構築する。

　国際展開推進事業費 46,335千円

　かながわ医療機器レギュラトリーサイエンスセンター事業費

　再生医療等製品や革新的医薬品における有望な技術の実用化促進のため、臨床研究
（クリニカルリサーチ）の統計面に関する研究や人材育成、開発支援を行う。

　先端的臨床研究実証支援事業費
　県内の臨床研究機能の強化を図るため、臨床研究の推進体制の整備を促進するととも
に、最先端医療に関する臨床研究等の実証に関する取組みを進める。

63,732千円

  先端技術の研究開発や事業化を促進するため、国資金も活用しながら、再生医療やロ
ボット、未病等の異なる先進分野が融合する研究プロジェクトを推進するとともに、Ｌ
ＩＣ内に研究者やベンチャー企業のニーズが高い設備共同利用施設を整備・運営する。

　神奈川ＭＥ－ＢＹＯリビングラボ推進事業費 30,000千円

-　20　-



(１)　かながわシープロジェクト
○ ⑦

○ ①

(２)　県西地域活性化プロジェクト
○ 　未病バレー「ビオトピア」県展示スペース運営事業費

⑦

○ ⑦

(３)　三浦半島魅力最大化プロジェクト
○ ⑦

○ ⑦

(４)　宮ヶ瀬湖周辺地域の活性化
○ ⑦

(５)　その他
○ ①

○ ①

　海洋観光推進事業費 21,600千円

　県西地域ネットワーク強化推進事業費 5,000千円
　県西地域への誘客促進と地域全体の周遊性を向上させるため、未病バレー「ＢＩＯＴ
ＯＰＩＡ」をはじめとした県西地域に点在する未病を改善する拠点を周遊するモデルツ
アーなどの回遊企画を実施する。

　三浦半島地域活性化推進事業費 30,000千円

7,000千円
　ヨットを楽しむ人の裾野拡大と東京オリンピックセーリング競技の機運醸成のため、
県、マリーナ関係団体、マリン事業者が連携して、県内の各マリーナにおいて子どもや
ファミリー層が気軽にヨットを体験できるヨットフェスティバルを開催する。

　県西地域活性化プロジェクトのさらなる推進を図るため、未病バレー「ＢＩＯＴＯＰ
ＩＡ」内に未病に関する情報発信機能、未病の見える化機能、地域コンシェルジュ機能
を備えた県展示スペースを運営する。

　ヨット振興事業費

　神奈川の海からしか見ることのできない景観を観光コンテンツとして活用した新たな
観光（海洋ツーリズム）を展開するため、事業化に向けたクルージングツアーを企画・
実施し、神奈川の海に多くの観光客を呼び込むことのできる環境を整備する。

　神奈川県まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき実施する施策・事業の効果をＫＰ
Ｉ（重要業績評価指標）などを基に客観的に検証するため、県民、企業、市町村、金融
機関、労働団体等から構成される神奈川県地方創生推進会議を開催する。

　宮ヶ瀬湖周辺地域において観光を通じた地域活性化を推進するため、日本版ＤＭＯ法
人である（公財）宮ヶ瀬ダム周辺振興財団を中心とする関係機関と連携し、ガイドブッ
クの制作やデジタルサイネージ等を活用した観光プロモーションを実施するとともに、
新たなウォーターレジャーであるＳＵＰ（スタンドアップパドルボード）等を導入し、
アクティビティの充実を図る。

　本県への移住を促進するため、国が設置する移住・交流情報ガーデンや市町村等と連
携し、インターネットを活用したプロモーションを実施する。

　移住促進事業費 4,606千円

　三浦半島への移住・定住を促進するため、三浦半島４市１町の移住関係情報をホーム
ページ「LAUMI」や雑誌などを通じて一元的に発信し、移住希望者向けイベントを実施
する。

　宮ヶ瀬湖周辺地域活性化推進事業費 11,714千円

　地方創生総合戦略推進費 1,360千円

　三浦半島地域の活性化を図るため、三浦半島地域連携ＤＭＯ（仮称）と連携して、
「食」や「海」といった三浦半島ならではの資源を生かしたプロモーション事業や、観
光マーケティングを実施する。

　魅力的「半島ライフ」発信事業費 5,000千円

３　地方創生の推進

43,980千円
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４　その他

(１)　 市町村が進める地域づくりなどへの支援
○ ①

○ ②

○ ②

○ ①

(２） 知的財産の活用促進
新 ○ ①

(３)　羽田連絡道路に係る支援
○ ⑦

(４)　基地の整理・縮小・返還及び周辺対策の促進
○ ①

○ ⑦

(５)　ＮＰＯの自立的活動に向けた支援と多様な主体による協働の推進
○ ①

一部

　市町村自治基盤強化総合補助金 1,300,000千円
　市町村の行財政基盤の強化を推進するため、市町村の広域連携の取組みや市町村が提
案する先進的なモデル事業等に対して補助する｡

　羽田連絡道路整備特別補助金  241,000千円
　羽田空港跡地と川崎市殿町地区を結ぶ連絡道路の整備を促進するため、川崎市が分担
する費用の一部に対して県が補助する。

　市町村自治基盤強化総合補助金（地方創生推進事業） 300,000千円
　市町村における地方創生の取組みを推進するため、市町村自治基盤強化総合補助金の
特例メニューとして、未病や地域のマグネット化等の地方創生に積極的に取り組む市町
村（政令市を除く）に対して重点的に補助する。

　米軍基地周辺住民の良好な生活環境を確保するため、航空機の騒音調査等を行う。

　基地返還等対策費 1,785千円
　米軍基地の整理・縮小・返還に向けて、関係自治体と連携しながら、各種協議会など
を通じて国及び米側に働きかけを行うとともに、米側との相互理解を推進するため、今
後の協力関係や諸課題について意見交換、情報共有を行う。

　市町村振興資金貸付金 4,500,000千円
　市町村（政令市を除く）及び一部事務組合が住民福祉の維持向上を図るとともに、活
力と魅力あふれる地域社会を形成するために実施する公共施設等の整備事業等に対し、
資金の貸付けを行う。

　市町村事業推進交付金 1,230,000千円

　県有知的財産取得活用事業費 5,261千円
　「神奈川県知的財産活用促進指針」の改定を踏まえ、県有知的財産の創造・保護・活
用をより一層促進するため、県有知的財産の権利化や、その利用の許諾を行うととも
に、知的財産について専門的な知識を有する弁理士から助言・指導を受ける仕組みを整
備する。

　基地周辺対策費 18,244千円

　市町村が、それぞれの地域の実情に応じて実施する事業（障害者地域活動支援セン
ターへの補助事業や、青少年の健全育成、農業基盤整備に係る事業等）を推進するた
め、交付金を交付する。

　かながわボランタリー活動推進事業費 133,236千円
　ボランタリー団体等の公益事業への自主的な取組みを推進するため、「かながわボラ
ンタリー活動推進基金21」を活用し、団体等が実施する事業を支援するとともに、県と
の協働事業を実施する。
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(６)　県民との対話による開かれた県政の推進
新 ○ ①

○ ①

　県民の県政への意見・提案機会の確保を図るため、知事が直接、県民の声を聴く対話
集会を実施する。

　公文書館情報管理システム開発整備費 70,827千円
　利用者の利便性向上及び業務運営の効率化を図るため、公文書館で収集・保存する歴
史的公文書等に関する情報を一元的に管理するとともに、行政文書管理システムで作成
される電子公文書の引渡し・選別等の機能や、所蔵資料の検索・公開機能を備えたシス
テムを構築する。

　集会広聴事業費 3,682千円
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１ 会計局分掌事務 

会 計 課 

(1)  会計局の所掌事務の企画及び調整に関すること。 

(2) 会計局所属職員の人事及び給与、旅費等の総括に関すること。 

(3) 会計局の所掌事務に係る重要事業の進行管理に関すること。 

(4) 会計局の所掌事務に係る事務能率の増進に関すること。 

(5) 会計局の所掌事務に係る情報公開、情報提供及び個人情報の保護の

総括に関すること。 

(6) 会計局の予算の経理に関すること。 

(7) 県費の出納及び保管に関すること。 

(8)  県費の決算に関すること。 

(9)  借入資金の出納に関すること。 

(10) 歳入歳出外現金及び有価証券の出納及び保管に関すること。 

(11) 職員の給与に係る所得税及び住民税の徴収、納入等に関すること。 

(12) 国費の出納、決算等及び会計事務の指導に関すること。 

(13) 国費の支出負担行為の確認に関すること。 

(14) 地方公会計に関すること。  

(15) その他会計局内他課の主管に属しないこと。 

 

指 導 課 

(1) 県費の出納その他会計事務の指導に関すること。 

(2) 指定金融機関等についての指定、契約、検査等に関すること。 

(3) 会計管理システムに関すること。 

 

調 達 課 

(1) 県費所属物品の調達に関すること。 

(2) 県費所属物品の調達に係る入札参加者の調査選定に関すること。 

(3) 政府調達の苦情の検討に関すること。 
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２ 会計局職員の配置状況 

平成 30年６月１日現在 

区    分   職 員 数 

会 計 課         28     ① 

指 導 課         34     ⑦ 

調 達 課      18 (3) ③ 

計         80 (3) ⑪ 

注１ 一般職常勤職員（臨時的任用職員を除く。）及び再任用職員について掲載。 

   ２ 会計課には、会計管理者(兼)会計局長及び副局長(兼)会計課長を含む。 

   ３ （ ）内は、兼任・兼務職員数を外数で示す。 

４ ○内は、再任用職員を内数で示す。 
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３ 会計局事務事業の概要 

会 計 課 

(1) 歳計現金及び歳入歳出外現金（会計管理者保管現金）の出納及び保

管事務について 

会計管理者保管現金については、安全性の確保を第一に保管し、支

払準備金に支障のない範囲で、健全と判断した金融機関において、大

口定期預金等の定期性預金などで運用を行うとともに、国債や地方債

などの債券での運用も行っている。 

(2)  基金に属する現金の出納及び保管事務について 

      基金の預金及び債券での運用に当たっては、基金管理者からの依頼

に基づき会計課において集約し、運用を行っている。 

(3)  収入証紙事務について 

      「収入証紙に関する条例」及び「同施行規則」に基づく収入証紙販

売手数料の支払い、販売者の指定、取消し並びに収入証紙の保管及び

販売を行っている。 

(4)  決算事務について 

      毎年７月末日までに決算を調製し、決算書及び決算調書を知事に提

出している。 

(5)  職員の給与に係る所得税及び住民税に係る事務について 

職員の給与に係る所得税の源泉徴収義務者及び住民税の特別徴収義

務者の事務を行っている。 

(6)  国費会計事務について 

会計法に基づいて国の歳入歳出事務等を執行するほか、債権管理法

に基づいて国の債権管理事務を行っている。 

(7)  地方公会計事務について 

総務省の統一基準に基づく複式の決算財務書類を作成するため、地

方公会計対応システムの運用や、関係各局等との調整を行っている。 

 

指 導 課 

(1)  会計事務の指導について 

ア 本庁、出先機関等における会計事務について、適正執行に関する

指導助言を行っている。 

イ 会計事務に関する知識を習得させるため、各種研修会を行ってい

る。 

(2)  会計事務の検査について 

   ア 県の公金の適正な執行及び管理を確保するため、本庁・出先機関 
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等の会計事務について検査を行っている。 

   イ 不適正経理処理の再発防止を図るため、業者から通報があった場

合に特別会計事務検査を実施する。 

(3)  指定金融機関等の指定、契約、検査について 

ア 指定金融機関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関の指定並

びに公金事務取扱契約を行っている。 

イ 指定金融機関等の公金取扱事務について検査及び指導を行ってい

る。 

(4)  会計管理システムの運用について 

     会計管理システムの運用及び改修を行っている。      

 

調 達 課 

(1) 物品の調達のあっせん等について 

   ア  「神奈川県あっせん調達要綱」及び「神奈川県あっせん調達要綱

の調達のあっせんの特例を定める要綱」に基づき、各室課所の依頼

を受けて物品の購入、印刷物の請負、物品の賃貸借に係る調達のあ

っせんを行っている。 

    イ 「障害者の雇用に努める企業等からの物品等調達に関する要綱」

に基づき、障害者の雇用に努め、自ら物品等の製造・販売を行って

いる企業の登録を行うとともに、障害者就労施設等が供給できる物

品等の情報を収集している。 

(2) 競争入札の参加資格者の認定について 

      「競争入札の参加者の資格に関する規則」に基づき、物件の買入れ

又は借入れ、一般業務の請負又は委託に係る競争入札参加資格者の認

定を行っている。 

(3) 入札制度の運用改善について 

物件の買入れ又は借入れ、並びに一般業務の請負又は委託契約に係

る入札制度の運用及び見直しに取組んでいる。 

(4) 業者情報の管理について 

物品の調達に係る業者との取引状況を管理している。 

(5) 神奈川県政府調達苦情検討及び入札・契約監視委員会の開催につい

て 

       政府調達に関する協定の対象となる調達に関係する苦情及び入札・

契約手続について調査審議している。 

(6) かながわ電子入札共同システムの運用について 

物品の調達等に係るかながわ電子入札共同システムの運用を行って

いる。
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４ 会計局予算の概要 

 

（一般会計） 

 歳  入 
                                        

（単位 千円） 

款 項 目 節 予 算 額 

諸 収 入    100,199 

負担交付

収 入 

  1,253 

総務負担

交 付 

収 入 

 1,253 

総務管理費負担交付収入 1,253 

雑 入   98,946 

雑 入 

 
 98,946 

総 務 費 雑 入 98,946 

 

 歳  出 
                                                                                        

（単位 千円） 

款 項 目     事 業 名 予 算 額 

総 務 費     525,347 

総 務 

管 理 費 

   525,347 

会 計 

管 理 費 

  525,347 

1 出 納 事 務 運 営 費 70,949 

2 収入証紙取扱手数料 352,000 

3 
地 方 公 会 計 推 進 
事 業 費 

18,771 

4 
会 計 管 理 シ ス テ ム 
運 営 費 

73,591 

5 
収 納 事 務 電 子 化 
事 業 費 

7,571 

6 
か な が わ 電 子 入 札 
共同システム推進費 

2,465 
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県 議 会 議 会 局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１ 議会の組織及び運営 

議会は、地方自治法第 89 条の規定に基づいて設置され、その組織及び

運営は次のとおりである。 

(1)  議員の定数 

    議員の定数は、「神奈川県議会議員の定数、選挙区及び各選挙区にお

いて選挙すべき議員の数に関する条例」により定められており、平成

27年４月の一般選挙から、議員の定数は 105人となっている。 

(2) 正副議長 

    地方自治法第103条の規定に基づき議員の中から議長及び副議長１人

が選挙されている。 

(3) 常任委員会及び特別委員会 

   「神奈川県議会委員会条例」に基づき次の常任委員会及び特別委員会

が設置されている。 

常任委員会 

総務政策常任委員会         防災警察常任委員会 

国際文化観光・スポーツ常任委員会  環境農政常任委員会 

 厚生常任委員会           産業労働常任委員会 

 建設・企業常任委員会        文教常任委員会 

特別委員会 

ともに生きる社会推進特別委員会 

東京オリンピック・パラリンピック・ラグビーワールドカップ特別 

委員会 

社会問題・安全安心推進特別委員会 

経済・産業振興特別委員会       

このほか、一般会計、特別会計決算及び公営企業会計決算を審査

するため、第３回定例会において決算特別委員会が設置されるのが例

である。 

(4) 議会運営委員会 

    議会の円滑な運営を図るため、「神奈川県議会委員会条例」に基づき

議会運営委員会が設置されている。 

(5) 予算委員会 

予算及び予算関係の議案の審査を一層充実させるため、「神奈川県

議会会議規則」及び「神奈川県議会予算委員会要綱」に基づき予算委

員会が設置されている。 
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(6) 招集と会期 

   ア 招 集 

     定例会は、年３回、２月、５月及び９月に招集する。 

＊上記定例会のほか必要に応じ、特定の事件に限り臨時会を招集する

ことができる。 

   イ 会 期 

会期は、毎会期の初めに議会の議決で定めるが、会期日数は概ね

２月に招集される第１回定例会が45日程度、５月に招集される第２

回定例会が55日程度、９月に招集される第３回定例会が100日程度を

原則とし、年間で200日以内の日数としている。 
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２ 議 会 局 の 分 掌 事 務  

総 務 課 

(1)  議員の身分に関すること。 

(2) 儀式及び接遇に関すること。 

(3) 議長及び副議長の秘書に関すること。 

(4) 議員の福利厚生及び公務災害補償等に関すること。 

(5) 政治倫理の確立のための神奈川県議会の議員の資産等の公開に関す

る条例（平成７年神奈川県条例第 57号）の施行に関すること。 

(6) 局の組織及び職員の定数に関すること。 

(7) 局の所管事務の調整に関すること 

(8) 職員の任免、分限、懲戒、服務その他の人事及び給与、旅費等に関

すること。 

(9) 局の所管事務に係る重要事業の進行管理に関すること。 

(10) 局の所管事務に係る事務能率の増進に関すること。 

(11) 局の所管事務に係る情報公開、情報提供、個人情報の保護及び広聴

の総括に関すること。 

(12) 議会の使用する室の管理に関すること。 

(13) 公印に関すること。 

(14) 文書の収受、発送、編集及び保存に関すること。 

(15) 職員の福利厚生及び公務災害補償等に関すること。 

(16) その他他課の主管に属しないこと。 

   

経 理 課 

(1) 神奈川県議会政務活動費の交付等に関する条例（平成 13 年神奈川

県条例第 33号）の施行に関すること。 

(2) 議員報酬、費用弁償及び期末手当に関すること。 

(3) 局の予算、決算及び経理に関すること。 

(4) 物品の出納及び保管に関すること。 

   

 議 事 課 

(1) 議会の会議に関すること。 

(2) 常任委員会に関すること。 

(3) 特別委員会に関すること。 

(4) 議会運営委員会に関すること。 

(5) 予算委員会に関すること。 

(6) 請願及び陳情に関すること。 
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(7) 会議録に関すること。 

(8) 議決報告に関すること。 

 

 政 策 調 査 課 

(1) 県行政等の調査並びに資料の収集及び管理に関すること。 

(2) 意見書・決議案の調整に関すること。 

(3) 議員提出議案に関すること。 

(4) 議会の会議の傍聴に関すること。 

(5) 議会の広報その他情報提供に関すること。 

(6) 議会又は議長の処分又は裁決に係る訴訟に関すること。 

(7) 議会図書室の管理及び運営に関すること。 

(8) 議会資料の編集及び発行に関すること。 

(9) 規則案（議決事件を除く。）、告示案及び訓令案の審査に関するこ

と。 

(10) 法令の調査研究に関すること。 

(11) 都道府県議会議長会及び都道府県議会事務協議会に関すること。    
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３ 職 員 の 配 置 状 況 

平成 30年 6月１日現在 

職員の種類 

 

区   分 

局   長 書  記 計 

総 務 課 1 20(23) 21(23) 

経 理 課  9 9 

議 事 課  17(15) 17(15) 

政策調査課   22 22 

 合         計 1 68(38) 69(38) 

注 ( ) 内は、併任職員を外数で示す。 

  

４ 事 務 事 業 の 概 要 

   議会局は、地方自治法の規定に基づき議会に関する事務を行っている。 

その事務に関しては、議長及び副議長の秘書事務、一般庶務を総務課

が、予算経理事務、物品の出納保管事務を経理課が、議会の会議、常任委

員会、議会運営委員会、特別委員会及び予算委員会に関する事務、請願・

陳情に関する事務、会議録に関する事務を議事課が、議会の調査事務、法

令の調査研究、議会広報紙の発行等の議会広報事務、議会図書室の管理運

営に関する事務を政策調査課が分掌している。 
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５ 予 算 の 概 要 

（一般会計） 

 歳  入 

（単位 千円） 

款 項 目 節 予算額 

諸 収 入    105 

立 替 

収 入 

  105 

議 会 

立 替 収 入 

 105 

議 会 費 

立 替 収 入 
105 

 

 歳  出 

（単位 千円） 

款 項 目 事  業  名 予算額 

議 会 費     3,768,464 

議 会 費    3,768,464 

議 会 費   2,686,512 

1 議 員 報 酬 1,226,280 

2 議 会 運 営 費 789,843 

3 
県 政 調 査 等 

推 進 費 
670,389 

事 務 局 費   1,081,952 

1 給 与 費 732,527 

2 
事 務 局 

運 営 費 
129,827 

3 
議 会 図 書 室 

運 営 費 
4,916 

4 議 会 広 報 費 214,682 
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人 事 委 員 会 事 務 局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１ 人事委員会の構成及び運営 

地方公務員法（以下「法」という。）第７条第１項の規定により、都

道府県及び指定都市（地方自治法第252条の19 第１項）は、条例で人事委

員会を置くものとされている。 

当人事委員会は、昭和26 年６月12 日「神奈川県人事委員会設置条例（昭

和26 年神奈川県条例第37 号）」に基づき設置され、３人の委員（いずれも

非常勤）をもって構成されている。人事委員会の会議は原則として毎週

水曜日に開催することとされている。 

 

〔委 員 名 簿〕 

職  名 氏 名     任期 就任年月日        備                考 

委員長 山 倉 健 嗣 ４年 

平成 21年 

７月 26日 

(３期目) 

大妻女子大学教授 

（委員長就任 

：平成 27年７月 21日） 

委  員 西 森 義 博 ４年 

平成 22年 

７月 10日 

(２期目) 

元神奈川県議会事務局長 

委  員 岩 田 恭 子 ４年 

平成 27年 

７月 19日 

(１期目) 

弁護士 

 

２ 人事委員会の権限 

法第８条の規定により、処理することとされている主な事務は、次のと

おりである。 

(1) 人事行政に関する事項について調査し、人事記録に関することを管理

し、及びその他人事に関する統計報告を作成すること。 

(2) 人事評価、給与、勤務時間その他の勤務条件、研修、厚生福利制度、

その他職員に関する制度について研究を行い、その成果を地方公共団

体の議会若しくは長又は任命権者に提出すること。 

(3) 人事機関及び職員に関する条例の制定又は改廃に関し、地方公共団体

の議会及び長に意見を申し出ること。 

(4) 給与、勤務時間その他の勤務条件に関し講ずべき措置について地方公

共団体の議会及び長に勧告すること。 

(5) 職員の競争試験及び選考並びにこれらに関する事務を行うこと。 

(6) 職員の給与が法及びこれに基づく条例に適合して行われることを確保
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するため必要な範囲において、職員に対する給与の支払を監理するこ

と。 

(7) 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、

判定し、及び必要な措置を執ること。 

(8) 職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決をするこ

と。 

(9) 職員の苦情を処理すること。 

(10) その他法律又は条例に基づきその権限に属せしめられた事務 

 

３ 職員の配置状況 

平成 30年６月１日現在 

区    分 職 員 数 

総 務 課  18   ① 

給 与 公 平 課  14 (2) 

合      計  32 (2) ① 

注１ 一般職常勤職員（臨時的任用職員を除く。）及び再任用短時間勤務職員について

掲載 

 ２ （ ）内は、併任、兼任・兼務職員を外数で示す。 

 ３ ○内は、再任用職員を内数で示す。 

 

４ 事務事業の概要 

(1) 任用関係事務 

法第８条、第15条から第21条の２、第21条の４及び第22条並びに職員

の任用に関する規則等に基づき、職員の任用業務を行うとともに、社会

経済情勢の変化や行政需要の多様化・高度化に対応した採用試験の在り

方など、任用制度について研究を行っている。 

ア 職員の採用に関する事務 

職員の採用については、競争試験としてⅠ種・Ⅲ種、免許資格職、

経験者等の採用試験を実施し、競争試験によりがたい学芸員等の職種

については、採用選考を実施している。なお、採用試験の実施に当た

っては、受験者数の増加を図り、より多彩な職員を確保するため、イ

ンターネットによる情報提供のほか、説明会の開催など、幅広く効果

的な募集広報活動に努めている。 

  イ  職員の昇任等に関する事務 

職員の昇任に関する選考のほか、臨時的任用の承認を行っている。 
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(2) 給与関係事務 

  ア 給与についての報告・勧告に関する事務 

    法第８条、第14条及び第26条の規定に基づき、職員の給与及び民間

給与の実態、生計費等の状況、国家公務員給与の状況等について調査

及び研究を行い、県議会及び知事に対し、給与に関する報告・勧告を

行っている。 

  イ 給与制度の運用等に関する事務 

    職員の給与関係条例の制定及び改廃に際して、県議会に意見を申し

出るほか、給与改定その他の情勢に対応して、これらの条例の実施に

必要な人事委員会規則及び同規則の運用通知の制定及び改廃を行うと

ともに、その実施の確保に必要な解釈、指導、調査等を行い、給与制

度の適正な運用を図っている。 

(3) 勤務時間、休暇等関係事務 

  ア 勤務条件についての報告・勧告に関する事務 

    法第８条の規定に基づき、職員の勤務時間、休暇その他の勤務条件

に関する制度について調査及び研究を行い、県議会及び知事に対して

報告・勧告を行っている。 

  イ 勤務条件に関する制度の運用等に関する事務 

    職員の勤務時間、休暇その他の勤務条件に関する条例の制定及び改

廃に際して、県議会に意見を申し出ているほか、これらの条例の実施

に必要な人事委員会規則及び同規則の運用通知の制定及び改廃を行う

とともに、その実施の確保に必要な解釈、指導等を行い、勤務条件に

関する制度の適切な運用を図っている。 

(4) 公平審査関係事務 

法第49条から第51条までの規定に基づき、職員に対する不利益な処分

についての審査請求の審査を、また、法第46条から第48条までの規定に

基づき、勤務条件に関する措置の要求の審査を行っている。 

(5) 職員団体関係事務 

法第52条の規定に基づき管理職員等の範囲を定めるとともに、法第53

条の規定に基づき職員団体の登録を行っている。 

(6) 労働基準監督機関関係事務 

法第58 条第５項の規定に基づき、県の非現業職員に対し、労働基準監

督機関としての職権を行使している。 

(7) 市町村等公平事務受託関係事務 

法第７条第４項の規定に基づき、県内５市13町１村９一部事務組合１

広域連合から、公平委員会事務を受託している。 
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(8)  退職手当の支給制限等の処分に関する審査事務 

職員の退職手当に関する条例第18条第１項等の規定に基づき、退職手

当の支給制限等の処分について任命権者の求めに応じて審査し、意見

の申出を行っている。 

(9) 職員の苦情相談関係事務 

法第８条第１項第11号の規定に基づき、職員からの苦情について、助

言等の必要な措置を執るなどの処理を行っている。 

(10)  働きかけ規制違反に関する監視等事務 

法第38条の４第２項の規定に基づき、再就職者が現職職員に対して職

務上の行為をするように要求する等の行為に関して任命権者が行う調

査の経過について報告を求めるなど、再就職者による働きかけ規制違

反に関する監視業務等を行っている。 
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５ 予 算 の 概 要 

（一般会計） 

 歳  入 

（単位 千円） 

款 項 目 節 予算額 

諸 収 入    1,466 

受 託 事 業 

収 入 

  1,449 

総 務 受 託

事 業 収 入 

 1,449 

人 事 委 員 会 費 

受 託 事 業 収 入 
1,449 

立 替 

収 入 

  17 

総 務 

立 替 収 入 

 17 

人 事 委 員 会 費 

立 替 収 入 
17 

 

 

 歳  出 

（単位 千円） 

款 項 目  事業名 予算額 

総 務 費     350,037 

人事委員会費    350,037 

委 員 会 費   9,024 

1 委 員 報 酬 8,657 

2 
委 員 会 

運 営 費 
   367 

事 務 局 費   341,013 

1 給 与 費 311,028 

2 
職員募集並びに

試 験 実 施 費 
18,037 

3 
事 務 局 

運 営 費 
11,948 
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監 査 事 務 局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１ 監査委員の設置及び職務 

 (1) 設 置 

本県の監査委員は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号。以下「法」と

いう。）第 195 条の規定に基づく「神奈川県監査委員に関する条例（昭

和 36 年神奈川県条例第３号。以下「条例」という。）」により、定数を

１人増やし、５人をもって設置されている。なお、条例により、議員の

うちから選任される監査委員の数は２人、識見を有する者のうち１人は

常勤とするとされている。 
 

〔 監 査 委 員 名 簿 〕 

選任 
区分 

氏   名 任   期 就任年月日 備   考 

識 見 村 上 英 嗣 ４年 平成 28年 12 月２日 元会計検査院第一局
長・常勤 

〃 髙 岡  香 〃 平成 27 年４月１日 弁護士・非常勤、再任 

〃 太 田 眞 晴 〃 平成 26年 12 月１日 公認会計士・非常勤 

議 会 佐 藤  光 議員の任期に
よる 

平成 30年５月 24 日 非常勤 

〃 髙 橋  稔 〃 平成 30年５月 24 日 非常勤 

 

 (2) 職 務  

法の規定に基づき次の監査、検査及び審査等を行うこととしており、

その運営については「神奈川県監査委員職務執行規程」を定め実施して

いる。 

ア 定期監査 (法第 199条第１項、第２項、第４項) 

  イ 随時監査 (法第 199条第１項、第５項） 

  ウ 特定事務監査 (法第 199条第２項) 

  エ 財政的援助団体等の監査 (法第 199条第７項) 

  オ 指定金融機関等の監査 (法第 235条の２第２項・地方公営企業法第 27 

条の２第１項) 

  カ 例月出納検査 (法第 235条の２第１項) 

  キ 決算審査 (法第 233条第２項・地方公営企業法第 30 条第２項) 

  ク 基金運用状況の審査 (法第 241条第５項) 

  ケ 健全化判断比率に関する審査 (財政健全化法第３条第１項) 

   コ 資金不足比率に関する審査 (財政健全化法第 22条第１項) 

  サ 直接請求による監査 (法第 75 条第１項) 

  シ 議会の請求による監査 (法第 98 条第２項) 
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  ス 知事の要求による監査 (法第 199条第６項) 

  セ 住民監査請求による監査 (法第 242条第１項) 

  ソ 職員の賠償責任に関する監査 (法第 243条の２第３項・地方公営企業

法第 34 条) 

 

 

 

 

 

２ 職員の配置状況 

   平成 30年６月１日現在 

職員の種類 

区    分 
事務局長 書   記 計 

事 務 局 長 1  1 

総 務 課  12 12 

監 査 課  28   ② 28   ② 

合      計 1    40  ② 41  ② 

注１ 一般職常勤職員（臨時的任用職員を除く。）及び再任用職員について掲載 

   ２ ○内は、再任用職員を内数で示す。 
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３ 事務事業の概要 
 

「神奈川県監査委員職務執行規程」の定めるところにより、次の監査等を

行っている。細部については、具体的な監査事項を定めた監査等実施基準に

基づき執行している。 

 

(1)  定期監査について 

ア  財務監査 

財務監査は、財務に関する事務の執行及び地方公営企業法の規定の全

部又は一部が適用される事業の管理について監査するもので、あらか

じめ年間計画を定め、これに基づき具体的な個別計画を策定の上、平

成 29 年 12 月から平成 30 年９月にかけて本庁各課及び出先機関各所

を対象として実施しており、平成 30 年（平成 29 年度執行分）は監査

対象である 564箇所の全箇所を予定している。 

イ 事務監査 

事務監査は、組織、人員、事務処理方法その他行政運営全般について

事務の合理化、効率化、法適合性等の視点から監査するもので、財務監

査に併せて実施している。 

 

(2)  特定事務監査について 

県の特定の事務の執行について監査するもので、定期監査の結果など

から把握した課題について、所属横断的な監査が必要な場合に定期監査

とは別に実施することとしている。 

 

(3)  財政的援助団体等の監査について 

県が補助金、交付金、貸付金等の財政的援助を与えている団体、出資

している団体、借入金の元金又は利子の支払を保証している団体、県が

受益権を有する信託の受託者及び県が公の施設の管理を行わせている団

体について、当該財政的援助、出資、保証、信託又は管理の業務に係る

出納その他の事務の執行を監査するもので、「財政的援助団体等の監査

実施箇所の選定方針」に基づき監査実施団体を選定し、実施している。 

 

(4)  指定金融機関等の監査について 

指定金融機関等が取り扱う県の公金の収納又は支払の事務について監

査するもので、指定金融機関と指定代理金融機関を交互に隔年で実施し

ている。 
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(5)  例月出納検査について 

毎月、月間における現金の出納及び保管に係る事務処理の適否、出納

計数の正否について、これを会計管理者所管及び公営企業管理者所管に

区分し、検査を実施している。 

 

(6)  決算審査について 

一般会計及び特別会計並びに公営企業会計について、決算計数（財産

に関する調書を含む。）の正確性、予算管理及び決算整理の的確性、事

業の経営管理の状況等の事項について審査を行い、意見書を知事に提出

している。 

 

(7)  健全化判断比率等の審査について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき健全化判断比率等

について審査するもので、知事から当該比率等及び関係書類の提出を受

けて、審査を行い、意見書を知事に提出している。 

 

(8)  住民監査請求に基づく監査について 

普通地方公共団体の執行機関又は職員による違法又は不当な公金の支

出などの財務会計上の行為や財産の管理等を怠る事実があると認められ

る場合に、当該行為の防止、是正、あるいは怠る事実を改め、又は普通

地方公共団体の被った損害を補てんするために必要な措置を講ずること

を求める住民からの監査請求に基づき、監査を行っている。 

 

(9)  その他の監査等について 

前各号に掲げるもの以外の監査及び審査については、その必要性又は

請求（要求）の内容等を検討し、監査事項、方法等をその都度、監査委

員の協議により定めて実施することとしている。 

また、外部監査制度の実施に関し、包括外部監査契約締結の際等の意

見の提出、外部監査人補助者選任の際等の協議、監査結果の公表等を行

うこととしている。 
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監査等実施計画 

区          分 
30 年 実 施 計 画 

箇    所    数 
備     考 

定 

期 

監 

査 

本 庁 機 関              207 

全機関を実施 出 先 機 関            357 

計    564 

財政的援助団体等の監査       27 
実施箇所は監査委員の合議により決定 

箇所数は H29の実績数であり、H30の箇所

数については現在調査中 

指定金融機関等の監査    1 
指定金融機関と指定代理金融機関を交互

に隔年で実施 

例 月 出 納 検 査    2 
会計管理者所管（12 回） 

公営企業管理者所管（12回） 

合     計      594  
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４ 予 算 の 概 要 
（一般会計） 
 歳  入 

           （単位 千円）  

款 項 目  節 予 算 額 

諸 収 入     50 

立 替 収 入    50 

総 務 
立 替 収 入 

  50 

監査委員費立替収入 50 

 
 歳  出 

          （単位 千円）  

款 項 目     事 業 名 予 算 額 

総 務 費     435,286 

監査委員費    435,286 

委 員 費   36,604 

1 委員報酬・給与費 36,084 

2 監 査 運 営 費  520 

事 務 局 費   398,682 

1 給 与 費 391,852 

2 事 務 局 運 営 費 6,830 
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地域県政総合センター           

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



総 務 課

県 民 ・ 防 災 課

企 画 調 整 課

商 工 観 光 課

横須賀三浦地域県政総合センター

環 境 課

み ど り 課

地 域 農 政 推 進 課

農 地 課

総 務 課

県 民 ・ 防 災 課

企 画 調 整 課

商 工 観 光 課

環 境 調 整 課

環 境 保 全 課

県央地域県政総合センター

地域農政推進第一課

地域農政推進第二課

森 林 保 全 課

森 林 土 木 課

農 地 課

水 源 の 森 林 推 進 課

水 源 の 森 林 整 備 課

総 務 課

県 民 ・ 防 災 課

企 画 調 整 課

商 工 観 光 課

湘南地域県政総合センター

環 境 調 整 課

環 境 保 全 課

地 域 農 政 推 進 課

森 林 課

農 地 課

総 務 課

防 災 課

県 民 課

足 柄 上 県 民 ・ 防 災 課

企 画 調 整 課

商 工 観 光 課

環 境 調 整 課

環 境 保 全 課

地 域 農 政 推 進 課

農 地 課

足 柄 上 ほ 場 整 備 課

広 域 農 道 課

森 林 保 全 課

森 林 土 木 課

水 源 の 森 林 推 進 課

地域県政総合センター行政機構図
（平成30年６月１日現在）

総 務 部

企 画 調 整 部

環 境 部

農 政 部

県西地域県政総合センター 環 境 部

総 務 部

企 画 調 整 部

環 境 部

農 政 部

水 源 の 森 林 部

総 務 部

農 政 部

森 林 部

企 画 調 整 部

環 境 部

農 政 部

総 務 部

企 画 調 整 部
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地域県政総合センター幹部職員一覧 

 

平成30年６月１日現在 

名 称 
横須賀三浦地域 

県政総合センター 

県  央  地  域 

県政総合センター 

湘  南  地  域 

県政総合センター 

県  西  地  域 

県政総合センター 

所 在 地 

〒238-0006 

横須賀市 

日の出町 2-9-19 

〒243-0004 

厚木市 

水引 2-3-1 

〒254-0073 

平塚市 

西八幡 1-3-1 

〒250-0042 

小田原市 

荻窪 350-1 

所  長 鈴木 宣男 船本 和則 丸山 尚子 川瀬 良幸 

副  所  長 竹村洋治郎 
鈴木 吉明 

開元 敏郎 
福家 忠秀 

荒井 範郎 

小島 誉寿 

総 務 部 長 
(兼) 

竹村洋治郎 

(兼) 

鈴木 吉明 

(兼) 

福家 忠秀 

(兼) 

荒井 範郎 

企 画 調 整  

部 長 

新井  匡 
＜地域広報官＞ 
＜ＳＤＧｓ調整官＞ 

板橋 克宏 
＜地域広報官＞ 
＜ＳＤＧｓ調整官＞ 

寺岡  護 
＜地域広報官＞ 
＜ＳＤＧｓ調整官＞ 

村上 剛史 
＜地域広報官＞ 
＜ＳＤＧｓ調整官＞  

環 境 部 長 内山 和子 矢板 千英子 関  猛彦 人見  孝 

農 政 部 長 並木 忠明 室井 義広 市川  東 篠原  源 

森 林 部 長 ― ― ― 内山  豊 

水源の森林部長 ― 小林  学 ― ― 
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地域県政総合センター職員配置数 

平成30年６月１日現在 

名      称 職 員 数 

横 須 賀 三 浦 地 域 

県政総合センター 
    61( 3) ⑧ 

県 央 地 域 

県政総合センター 
130( 3) ⑪ 

湘 南 地 域 

県政総合センター 
84( 3) ⑤ 

県 西 地 域 

県政総合センター 
141( 2) ⑭ 

計     416(11)  38 

注１ 一般職常勤職員（臨時的任用職員を除く。）及び再任用職員について掲載。 

２ （ ）内は、併任、兼任・兼務職員を外数で示す。 

３ ○内は、再任用職員を内数で示す。 

 

 

地域県政総合センター所管区域一覧               

 

名     称 配 置 場 所 所  管  区  域 

横 須 賀 三 浦 地 域 

県政総合センター 
横須賀合同庁舎 

横須賀市、鎌倉市、逗子

市、三浦市、三浦郡 

県 央 地 域 

県政総合センター 
厚 木 合 同 庁 舎 

相模原市、厚木市、大和

市、海老名市、座間市、綾

瀬市、愛甲郡 

湘 南 地 域 

県政総合センター 
平 塚 合 同 庁 舎 

平塚市、藤沢市、茅ケ崎

市、秦野市、伊勢原市、高

座郡、中郡 

県 西 地 域 

県政総合センター 
小田原合同庁舎 

小田原市、南足柄市、足柄

上郡、足柄下郡 
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県 有 財 産 一 覧                

（合同庁舎関係）  

 

名   称 土地面積 建物延面積 摘        要 

横須賀合同庁舎 

   ㎡ 

 

3,996.68 

㎡ 

 

6,472.40 
鉄骨鉄筋コンクリート５階地下１階建 

車庫棟２棟、防災資機材倉庫 １棟 

厚木 合同 庁舎 9,230.08 7,606.52 

(1号館) 

鉄筋コンクリート５階地下１階建 

(2号館) 

鉄骨鉄筋コンクリート５階地下１階建 

(4号館) 

鉄骨１階 

車庫棟２棟、渡り廊下、 

防災資機材倉庫２棟 

平塚 合同 庁舎 12,928.73 9,481.56 

鉄筋コンクリート５階地下１階建 

車庫棟５棟、単車置場１棟、別館１棟 

水道局作業員詰所１棟、北館１棟 

非常用発電機室１棟 

 

（参考） 

 

 小田原合同庁舎 

  ※リース方式 

     

 

 

  

13,242.63 

(警察署用地

を含む ） 

 

  

18,145.50 

 

 

 

 

鉄筋コンクリート（免震構造）６階建 

地下駐車場棟１棟 
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横須賀三浦地域県政総合センター 

１ 分 掌 事 務 

総 務 部      

総 務 課 

(1)  公印に関すること。 

(2)  人事に関すること。 

(3)  文書の収受、発送、保存及び閲覧等に関すること。 

(4)  個人情報の開示、訂正、利用停止等に関すること。 

(5)  予算の経理に関すること。 

(6)  物品の調達及び処分に関すること。 

(7)  財産の管理に関すること。 

(8)  所内の取締りに関すること。 

(9)  特に命ぜられた事項に関すること。 

(10) その他他課の主管に属しないこと。 

 

県民・防災課 

(1)  情報提供及び個人情報の保護に関すること。 

(2)  県民相談に関すること。 

(3)  県民運動及び国際交流の推進に関すること。 

(4)  青少年関係施策の推進に関すること。 

(5)  危機管理の調整に関すること。 

(6)  災害対策の推進に関すること。 

 

企画調整部 

企画調整課 

(1)  県行政の企画及び総合的調整に関すること。 

(2)  土地利用の調整に関すること。 

(3)  地域づくりの推進（他課の主管に属するものを除く。）に関する

こと。 

(4)  市町事務の広域的処理についての助言に関すること。 

(5)  出先機関及び市町等との連絡調整に関すること。 

(6)  広報広聴活動に関すること。 

 

商工観光課 

(1)  商工業振興施策に係る情報の提供に関すること。 

(2)  観光事業に関すること。 

 

 

-　53　-



 

環 境 部 

環 境 課 

(1)  地域環境政策の企画及び調整に関すること。 

(2)  大気汚染、水質汚濁等の公害の防止に関すること。 

(3)  公害の除去のための施設改善の促進に関すること。 

(4)  廃棄物に関すること。 

(5)  環境美化活動の推進に関すること。 

 

みどり課 

(1)  自然環境の保全に関すること。 

(2)  緑化の推進に関すること。 

(3)  歴史的風土保存区域等の管理取締りに関すること。 

(4)  鳥獣の保護及び管理並びに狩猟に関すること。 

 

農 政 部 

地域農政推進課 

(1)  地域農政の企画及び調整に関すること。 

(2)  農業協同組合その他農林水産業に係る団体の指導監督に関するこ

と。 

(3)  農産物、畜産物及び水産物の流通、価格安定等に関すること。 

(4)  肥料、飼料、農薬、農機具等に関すること。 

(5)  農用地の土壌の汚染防止に関すること。 

(6)  畜産環境対策に関すること。 

(7)  森林計画に関すること。 

(8)  保安林に関すること。 

(9)  治山に関すること。 

(10) 林道に関すること。 

(11) 民有林の造林奨励及び樹苗養成に関すること。 

(12) 林業経営指導及び林業技術普及に関すること。 

(13) 林産奨励に関すること。 

(14) 林業・木材産業等振興交付金に関すること。 

(15) 入会林野の整備に関すること。 

(16) 病虫鳥獣害の防除、森林災害の予防及び森林保険に関すること。 

(17) 水産資源の保護育成に関すること。 

(18) 民有林の林地開発の規制に関すること。 

(19) 遊漁船業者の登録及び指導監督に関すること。 

(20) 漁船の建造許可及び登録に関すること。 

(21) 前各号に掲げるもののほか、農林水産業に関すること。 

 

-　54　-



 

農 地 課 

(1)  農業経営基盤強化促進事業に関すること。 

(2)  農業委員会に関すること。 

(3)  農地及び農業用施設の災害復旧等に関すること。 

(4)  農業構造改善事業等の指導及び助成に関すること。 

(5)  里地里山の保全、再生及び活用の促進に関すること。 

(6)  農業振興地域の整備に関する法律の施行に関すること。 

(7)  農地法の施行に関すること。 

(8)  土地改良法の施行に関すること。 

(9)  県有土地改良財産に関すること。 

(10) 民事調停法による農事調停に関すること。 
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２ 職 員 の 配 置 状 況 

           平成30年６月１日現在 

部 課 職 員 数 

総 務 部 

 

 

 22     ④ 

総  務  課 16     ② 

県  民・防 災 課 6   ② 

企画調整部 

 

 

   11 (3) 

企 画 調 整 課 9 (3) 

商 工 観 光 課 2  

環 境 部 

 

 

   14     ② 

環 境 課   8     ① 

み ど り 課    6     ① 

農 政 部 

 

 

 14 ② 

地域農政 推進課  9     ① 

農 地 課 5    ① 

計 61 (3) ⑧ 

注１ 一般職常勤職員（臨時的任用職員を除く。）及び再任用職員について掲載。 

２ （ ）内は、併任、兼任・兼務職員を外数で示す。 

３ ○内は、再任用職員を内数で示す。 
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県央地域県政総合センター 

１ 分 掌 事 務 

総 務 部 

総 務 課 

(1)  公印に関すること。 

(2)  人事に関すること。 

(3)  文書の収受、発送、保存及び閲覧等に関すること。 

(4)  個人情報の開示、訂正、利用停止等に関すること。 

(5)  予算の経理に関すること。 

(6)  物品の調達及び処分に関すること。 

(7)  財産の管理に関すること。 

(8)  所内の取締りに関すること。 

(9)  城山ダム及び宮ケ瀬ダム水没関係者の生活相談に関すること。 

(10) 特に命ぜられた事項に関すること。 

(11) その他他課の主管に属しないこと。 

 

県民・防災課 

(1)  情報提供及び個人情報の保護に関すること。 

(2)  県民相談に関すること。 

(3)  県民運動及び国際交流の推進に関すること。 

(4)  青少年関係施策の推進に関すること。 

(5)  危機管理の調整に関すること。 

(6)  災害対策の推進に関すること。 

 

企画調整部 

企画調整課 

(1)  県行政の企画及び総合的調整に関すること。 

(2)  土地利用の調整に関すること。 

(3)  地域づくりの推進（他課の主管に属するものを除く。）に関する

こと。 

(4)  市町村事務の広域的処理についての助言に関すること。 

(5)  財産区に関すること。 

(6)  出先機関及び市町村等との連絡調整に関すること。 

(7)  広報広聴活動に関すること。 

 

商工観光課 

(1)  商工業振興施策に係る情報の提供に関すること。 

(2)  観光事業に関すること。 
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環 境 部 

環境調整課 

(1)  地域環境政策の企画及び調整に関すること。 

(2)  廃棄物に関すること。 

(3)  環境美化活動の推進に関すること。 

(4)  自然環境の保全に関すること。 

(5)  緑化の推進に関すること。 

(6)  特別緑地保全地区等の管理取締りに関すること。 

(7)  鳥獣の保護及び管理並びに狩猟に関すること。 

 

環境保全課 

(1)  大気汚染、水質汚濁等の公害の防止に関すること。 

(2)  公害の除去のための施設改善の促進に関すること。 

(3)  火薬類、高圧ガス及び電気用品の取締りに関すること。 

 

農 政 部 

地域農政推進第一課 

(1)  地域農政の企画及び調整に関すること。 

(2)  農業協同組合その他農業及び畜産業に係る団体の指導監督（他課

の主管に属するものを除く。）に関すること。 

(3)  農産物、畜産物及び水産物の流通、価格安定等に関すること。 

(4)  肥料、飼料、農薬、農機具等に関すること。 

(5)  農用地の土壌の汚染防止に関すること。 

(6)  畜産の生産振興及び家畜の改良に関すること。 

(7)  畜産環境対策に関すること。 

(8)  前各号に掲げるもののほか、農業、畜産業及び水産業に関するこ

と。 

 

地域農政推進第二課 

(1)  相模原市（旧津久井郡の区域に限る。）の区域に係る次に掲げる

事項に関すること。 

ア  農業委員会に関すること。 

イ  農業協同組合その他農業に係る団体の指導監督に関すること。 

ウ  里地里山の保全、再生及び活用の促進に関すること。 

エ  農地法の施行に関すること。 

オ  民事調停法による農事調停に関すること。 

カ  アからオまでに掲げるもののほか、農業に関すること。 
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森林保全課 

(1)  森林計画に関すること。 

(2)  保安林の管理に関すること。 

(3)  民有林の造林奨励及び樹苗養成に関すること。 

(4)  林業経営指導及び林業技術普及に関すること。 

(5)  林産奨励に関すること。 

(6)  林業・木材産業等振興交付金に関すること。 

(7)  入会林野の整備に関すること。 

(8)  森林組合その他林業に係る団体の指導監督に関すること。 

(9)  病虫鳥獣害の防除、森林災害の予防及び森林保険に関すること。 

(10) 民有林の林地開発の規制に関すること。 

 

森林土木課 

(1)  保安林の整備に関すること。 

(2)  治山に関すること。 

(3)  林道に関すること。 

 

農 地 課 

(1)  農業経営基盤強化促進事業に関すること。 

(2)  農業委員会に関すること（他課の主管に属するものを除く。）。 

(3)  農地及び農業用施設の災害復旧等に関すること。 

(4)  農業構造改善事業等の指導及び助成に関すること。 

(5)  里地里山の保全、再生及び活用の促進（他課の主管に属するもの

を除く。）に関すること。 

(6)  農業振興地域の整備に関する法律の施行に関すること。 

(7)  農地法の施行（他課の主管に属するものを除く。）に関すること。 

(8)  土地改良法の施行に関すること。 

(9)  県有土地改良財産に関すること。 

(10) 民事調停法による農事調停（他課の主管に属するものを除く。）

に関すること。 

 

水源の森林部 

水源の森林推進課 

(1)  水源林確保及び協力協約推進事業の調整及び推進に関すること。 

 

水源の森林整備課 

(1)  水源林整備事業の調整及び推進に関すること。 
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２ 職 員 の 配 置 状 況 

           平成 30年６月１日現在 

部 課 職 員 数 

総 務 部 

 

 

   35  ④ 

総   務   課  26  ② 

県 民 ・ 防 災 課  9  ② 

企 画 調 整 部 

 

 

  13 (3)② 

企  画  調  整  課  10 (3)① 

商 工 観 光 課 3    ① 

環  境  部 

 

 

  27 ① 

環  境  調  整  課  15  

環  境  保  全  課   12 ① 

農  政  部 

 

 

 

 

 

 38   ③ 

地域農政推進第一課     9   ① 

地域農政推進第二課 3    ① 

森 林 保 全 課 7  

森 林 土 木 課 7    ① 

農 地 課 12  

水源の森林部 

 

 

 17 ① 

水源の森林推進課 9  

水源の森林整備課 8 ① 

計  130 (3)⑪ 

注１ 一般職常勤職員（臨時的任用職員を除く。）及び再任用職員について掲載。 

２ （ ）内は、併任、兼任・兼務職員を外数で示す。 

３ ○内は、再任用職員を内数で示す。 
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湘南地域県政総合センター 

１ 分 掌 事 務 

総 務 部 

総 務 課 

(1)  公印に関すること。 

(2)  人事に関すること。 

(3)  文書の収受、発送、保存及び閲覧等に関すること。 

(4)  個人情報の開示、訂正、利用停止等に関すること。 

(5)  予算の経理に関すること。 

(6)  物品の調達及び処分に関すること。 

(7)  財産の管理に関すること。 

(8)  所内の取締りに関すること。 

(9)  特に命ぜられた事項に関すること。 

(10) その他他課の主管に属しないこと。 

 

県民・防災課 

(1)  情報提供及び個人情報の保護に関すること。 

(2)  県民相談に関すること。 

(3)  県民運動及び国際交流の推進に関すること。 

(4)  青少年関係施策の推進に関すること。 

(5)  危機管理の調整に関すること。 

(6)  災害対策の推進に関すること。 

 

企画調整部 

企画調整課 

(1)  県行政の企画及び総合的調整に関すること。 

(2)  土地利用の調整に関すること。 

(3)  地域づくりの推進（他課の主管に属するものを除く。）に関する

こと。 

(4)  市町事務の広域的処理についての助言に関すること。 

(5)  財産区に関すること。 

(6)  出先機関及び市町等との連絡調整に関すること。 

(7)  広報広聴活動に関すること。 

 

商工観光課 

(1)  商工業振興施策に係る情報の提供に関すること。 

(2)  観光事業に関すること。 
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環 境 部 

環境調整課 

(1)  地域環境政策の企画及び調整に関すること。 

(2)  廃棄物に関すること。 

(3)  環境美化活動の推進に関すること。 

(4)  自然環境の保全に関すること。 

(5)  緑化の推進に関すること。 

(6)  特別緑地保全地区の管理取締りに関すること。 

(7)  鳥獣の保護及び管理並びに狩猟に関すること。 

 

環境保全課 

(1)  大気汚染、水質汚濁等の公害の防止に関すること。 

(2)  公害の除去のための施設改善の促進に関すること。 

(3)  火薬類、高圧ガス及び電気用品の取締りに関すること。 

 

農  政  部 

地域農政推進課 

(1)  地域農政の企画及び調整に関すること。 

(2)  農業協同組合その他農業、畜産業及び水産業に係る団体の指導監

督に関すること。 

(3)  農産物、畜産物及び水産物の流通、価格安定等に関すること。 

(4)  肥料、飼料、農薬、農機具等に関すること。 

(5)  農用地の土壌の汚染防止に関すること。 

(6)  畜産の生産振興及び家畜の改良に関すること。 

(7)  畜産環境対策に関すること。 

(8)  水産資源の保護育成に関すること。 

(9)  遊漁船業者の登録及び指導監督に関すること。 

(10) 漁船の建造許可及び登録に関すること。 

(11) 前各号に掲げるもののほか、農業、畜産業及び水産業に関するこ

と。 

 

森 林 課 

(1)  森林計画に関すること。 

(2)  水源の森林づくり事業の調整及び推進に関すること。 

(3)  保安林に関すること。 

(4)  治山に関すること。 

(5)  林道に関すること。 

(6)  民有林の造林奨励及び樹苗養成に関すること。 

(7)  林業経営指導及び林業技術普及に関すること。 
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(8)  林産奨励に関すること。 

(9)  林業・木材産業等振興交付金に関すること。 

(10) 入会林野の整備に関すること。 

(11) 森林組合その他林業に係る団体の指導監督に関すること。 

(12) 病虫鳥獣害の防除、森林災害の予防及び森林保険に関すること。 

(13) 民有林の林地開発の規制に関すること。 

 

農 地 課 

(1)  農業経営基盤強化促進事業に関すること。 

(2)  農業委員会に関すること。 

(3)  農地及び農業用施設の災害復旧等に関すること。 

(4)  農業構造改善事業等の指導及び助成に関すること。 

(5)  里地里山の保全、再生及び活用の促進に関すること。 

(6)  農業振興地域の整備に関する法律の施行に関すること。 

(7)  農地法の施行に関すること。 

(8)  土地改良法の施行に関すること。 

(9)  県有土地改良財産に関すること。 

(10) 民事調停法による農事調停に関すること。 
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２ 職 員 の 配 置 状 況 

           平成30年６月１日現在 
 

 

注１ 一般職常勤職員（臨時的任用職員を除く。）及び再任用職員について掲載。 

２ （ ）内は、併任、兼任・兼務職員を外数で示す。 

３ ○内は、再任用職員を内数で示す。 

部 課 職 員 数 

総 務 部 

 

 

   24 ④ 

総 務 課   18 ② 

県  民・防 災 課   6 ② 

企画調整部 

 

 

    9 (3) 

企 画 調 整 課    7 (3) 

商 工 観 光 課 2  

環 境 部 

 

 

   25 ① 

環 境 調 整 課   13     

環 境 保 全 課   12 ① 

農 政 部 

 

 

 

 26  

地域農政推進課 7  

森 林 課 9  

農 地 課 10  

計 84 (3)⑤ 
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県西地域県政総合センター 

１ 分 掌 事 務 

総 務 部 

総 務 課 

(1)  公印に関すること。 

(2)  人事に関すること。 

(3)  文書の収受、発送、保存及び閲覧等に関すること。 

(4)  個人情報の開示、訂正、利用停止等に関すること。 

(5)  予算の経理に関すること。 

(6)  物品の調達及び処分に関すること。 

(7)  財産の管理に関すること。 

(8)  所内の取締りに関すること。  

(9)  特に命ぜられた事項に関すること。 

(10) その他他課の主管に属しないこと。 

 

防 災 課 

(1)  小田原市及び足柄下郡の区域に係る次に掲げる事項に関すること。 

ア 危機管理の調整に関すること。 

イ 災害対策の推進に関すること。 

 

県 民 課 

(1)  小田原市及び足柄下郡の区域に係る次に掲げる事項に関すること。 

ア 情報提供及び個人情報の保護に関すること。 

イ 県民相談に関すること。 

(2)  県民運動及び国際交流の推進に関すること。 

(3)  青少年関係施策の推進に関すること。 

 

足柄上県民・防災課 

(1)  南足柄市及び足柄上郡の区域に係る次に掲げる事項に関すること。 

ア 情報提供及び個人情報の保護に関すること。 

イ 県民相談に関すること。 

ウ 危機管理の調整に関すること。 

エ 災害対策の推進に関すること。 

(2)  三保ダム水没関係者の生活相談に関すること。 
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企画調整部 

企画調整課 

(1)  県行政の企画及び総合的調整に関すること。 

(2)  土地利用の調整に関すること。 

(3)  地域づくりの推進（他課の主管に属するものを除く。）に関する

こと。 

(4)  市町事務の広域処理についての助言に関すること。 

(5)  財産区に関すること。 

(6)  出先機関及び市町等との連絡調整に関すること。 

(7)  広報広聴活動に関すること。 

(8)  県西地域の活性化施策の推進に関すること。 

 

商工観光課 

(1)  商工業振興施策に係る情報の提供に関すること。 

(2)  観光事業に関すること。 

 

環 境 部 

環境調整課 

(1)  地域環境政策の企画及び調整に関すること。 

(2)  廃棄物に関すること。 

(3)  環境美化活動の推進に関すること。 

(4)  自然環境の保全に関すること。 

(5)  緑化の推進に関すること。 

(6)  鳥獣の保護及び管理並びに狩猟に関すること。 

 

環境保全課 

(1)  大気汚染、水質汚濁等の公害の防止に関すること。 

(2)  公害の除去のための施設改善の促進に関すること。 

(3)  火薬類、高圧ガス及び電気用品の取締りに関すること。 

 

農 政 部 

地域農政推進課 

(1)  地域農政の企画及び調整に関すること。 

(2)  農業協同組合その他農業、畜産業及び水産業に係る団体の指導監

督に関すること。 

(3)  農産物、畜産物及び水産物の流通、価格安定等に関すること。 

(4)  肥料、飼料、農薬、農機具等に関すること。 

(5)  農用地の土壌の汚染防止に関すること。 
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(6)  畜産の生産振興及び家畜の改良に関すること。 

(7)  畜産環境対策に関すること。 

(8)  水産資源の保護育成に関すること。 

(9)  遊漁船業者の登録及び指導監督に関すること。 

(10) 漁船の建造許可及び登録に関すること。 

(11) 前各号に掲げるもののほか、農業、畜産業及び水産業に関するこ

と。 
 

農 地 課 

(1)  農業経営基盤強化促進事業に関すること。 

(2)  農業委員会に関すること。 

(3)  農地及び農業用施設の災害復旧等に関すること。 

(4)  農業構造改善事業等の指導及び助成に関すること。 

(5)  里地里山の保全、再生及び活用の促進に関すること。 

(6)  農業振興地域の整備に関する法律の施行に関すること。 

(7)  農地法の施行に関すること。 

(8)  土地改良法の施行（他課の主管に属するものを除く。）に関する

こと。 

(9)  県有土地改良財産に関すること。 

(10) 民事調停法による農事調停に関すること。 
 
足柄上ほ場整備課 

(1)  土地改良法に基づくほ場整備事業（南足柄市の区域に係るものに

限る。）に関すること。 
 
広域農道課 

(1)  広域農道整備事業の施行に関すること。 

 

森 林 部 

森林保全課 

(1)  森林計画に関すること。 

(2)  保安林の管理に関すること。 

(3)  民有林の造林奨励及び樹苗養成に関すること。 

(4)  林業経営指導及び林業技術普及に関すること。 

(5)  林産奨励に関すること。 

(6)  林業・木材産業等振興交付金に関すること。 

(7)  入会林野の整備に関すること。 

(8)  森林組合その他林業に係る団体の指導監督に関すること。 

(9)  病虫鳥獣害の防除、森林災害の予防及び森林保険に関すること。 

(10) 民有林の林地開発の規制に関すること。 
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森林土木課 

(1)  保安林の整備に関すること。 

(2)  治山に関すること。 

(3)  林道に関すること。 

(4) 水源林基盤整備に関すること。 

 

水源の森林推進課 

(1)  水源の森林づくり事業の調整及び推進に関すること。 

 

-　68　-



 

２ 職 員 の 配 置 状 況 

           平成30年６月１日現在 

部 課 職 員 数 

総 務 部 

 

 

 

 

 

   37    ⑥ 

総 務 課   20  

防 災 課    4    ① 

県 民 課    8    ④ 

足柄上県民・防災課    5    ① 

企画調整部 

 

 

   18 (2) 

企 画 調 整 課   12 (2) 

商 工 観 光 課    6  

環 境 部 

 
   16    ② 

環 境 調 整 課    9    ① 

環 境 保 全 課    7    ① 

農 政 部 

 
   35    ② 

地域農政推進課    9    ② 

農 地 課   11  

足柄上ほ場整備課      4     

広 域 農 道 課   11  

森 林 部 

 
   35    ④ 

森 林 保 全 課    9     

森 林 土 木 課   14    ② 

水源の森林推進課   12    ② 

計 141 (2)⑭ 

注１ 一般職常勤職員（臨時的任用職員を除く。）及び再任用職員について掲載。 

２ （ ）内は、併任、兼任・兼務職員を外数で示す。 

３ ○内は、再任用職員を内数で示す。 
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